(別記第1号様式)別紙２の１(1)
　　　　年度東京都精神障害者生活訓練施設事業計画
	施設名
	

	所在地
	〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡

	事業目的
	

	運営主体の
名称
	
	運営主体の長の名前
	

	
	種 別
	氏     名
	常勤・非常勤の別　
	資 格
	当該施設採用(予定)年月
	勤続年数
	備　　考

	基準内職員
	施設長
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	基準外職員
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	増員加算対象

	
	事務員
	
	常・非
	
	
	年
	増員加算対象

	
	
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	
	
	常・非
	
	
	年
	

	4月1日現在における
対象職員数（ａ）　　　　　　人、総勤続年数(b)　　　　　　年、平均勤続年数(b)/(a)　　　　　年

	顧問医
	氏 名
	
	勤務先名称
	

	
	勤務先所在地
	勤務状況
	月　　　　　　　　回

	
	
	
	


(記入上の注意事項)

1　 　「職員」欄には、当該年度4月1日現在に在職する全ての職員について記入すること。
記入欄が不足する場合には、この用紙を適宜複写し、記入すること。
2　 　資格、当該施設採用(予定)年月日等が確認できるよう、職員の履歴書(別紙様式)を添付すること。
3　 　「資格」欄には、「設置運営基準第23 職員の資格要件」に基づくものを記入すること。
4　 　「勤続年数」欄には、当該年度4月1日現在、当該施設における勤続年数だけでなく、それ以前のその他の社会復帰施設、精神病院、社会福祉施設等（グループホーム事業については、東京都が指定又は補助している施設等に限り加算する。）の勤続年数も含めて算定した数値を記入すること。
なお､勤続年数の表記については、6ヶ月以上を1年と、6ヶ月未満を0年として算定し、整数年で表記すること。
5　 　「対象職員数」欄には、当該施設に勤務する全ての常勤職員の人数を記入すること。
6　 　「総勤続年数」欄には、５の対象職員の勤続年数を合算して得られた数値を記入すること。
7　 　｢平均勤続年数｣欄には、６で得られた総勤続年数を５の対象職員数で除して得られた数値（小数点以下第二位四捨五入）を記入すること。

8　 新規施設にあっては、上記で「4月1日現在」とあるところは事業開始月日現在に読み替えること。

(別記第1号様式)別紙２の１(2)

	建   物   構   造   の   概   要

	構    　造
	建物延面積
	生活訓練施設延面積
	利用者1人当たり床面積

	造　　　階建
	㎡
	㎡
	㎡

	居   室   数
	室
	生活訓練施設定員
	人

	階
	居室番号
	定員
	床面積／人
	備　考
	階
	居室番号
	定員
	床面積／人
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	相談室
	㎡
	静養室
	㎡
	食堂
	㎡
	調理場
	㎡

	集会室兼娯楽室
	㎡
	浴室
	㎡

	洗面所
	㎡
	便所
	㎡
	事務室
	㎡
	その他
	㎡

	ショートステイ
	㎡
	


※　建物の平面図、施設への案内図等を添付すること。
	利用料の状況（４月１日現在）

	利　　　用　　　料
	区　　　分
	備　　　考

	円
	
	

	円
	
	

	円
	
	

	円
	
	

	円
	
	


※　区分には、月額及び年額などの区分を記入すること。
※　備考には、徴収理由及び根拠等を記入すること。
(別記第1号様式)別紙２の２(1)
　　　　年度東京都精神障害者通所授産施設事業計画
１　名称等
	施設名
	

	所在地
	〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡

	事業目的
	

	運営主体の名称
	
	運営主体の長の名前
	


２　事業内容
	事業目的
	

	社会適応訓練の種目・内容
	指　導　種　目
	実施回数
	平均1回当たり対象人数
	平均1回当たり時間数

	
	
	
	
	


	利用料の状況（４月１日現在）

	利　　　用　　　料
	区　　　分
	備　　　考

	円
	
	

	円
	
	

	円
	
	

	円
	
	

	円
	
	


※　区分には、月額及び年額などの区分を記入すること。

※　備考には、徴収理由及び根拠等を記入すること。
(別記第1号様式)別紙２の２(2)

３　建物の構造
	建物の構造概要

	構　造

	

	作業室
	㎡
	事務室
	㎡
	備　考

	食　堂
	㎡
	専・兼
	静養室
	㎡
	専・兼
	

	集会室
	㎡
	専・兼
	洗面所
	㎡
	専・兼
	

	便　所
	㎡
	専・兼
	その他
	㎡
	専・兼
	

	利用定員
	人
	防災訓練計画
	年　　　　　回
	

	平面図


· 添付資料：施設への案内図
(別記第1号様式)別紙２の２(3)

４　事業計画及び職員の状況
	開所状況
	開所期間
	　　　　　年　　　　　月　　から　　　　　年　　　　　月　　まで

	
	開所時間
	　　　　時　　　　分　　から　　　　　時　　　　分　　まで　　　　　時　間

	
	開所日数
	年間延べ　　　　　　日
	開所曜日
	

	
	内
訳
	月別
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３
	計

	
	
	開所日数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	通所者
	定　　員
	利　用　者　の　状　況

	
	人
	男
	人
	女
	人
	計
	人

	
	種 別
	氏     名
	常勤・非常勤の別　
	資 格
	当該施設採用(予定)年月
	勤続年数
	備　　考

	基準内職員
	施設長
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	基準外職員
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	増員加算対象

	
	事務員
	
	常・非
	
	
	年
	増員加算対象

	
	
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	
	
	常・非
	
	
	年
	

	4月1日現在における
対象職員数（ａ）　　　　　　人、総勤続年数(b)　　　　　　年、平均勤続年数(b)/(a)　　　　　年

	顧問医
	氏 名
	
	勤務先名称
	

	
	勤務先所在地
	勤務状況
	月　　　　　　　　回

	
	
	
	


(記入上の注意事項)

1　 「職員」欄には、当該年度4月1日現在に在職する全ての職員について記入すること。
記入欄が不足する場合には、この用紙を適宜複写し、記入すること。
2　 資格、当該施設採用(予定)年月日等が確認できるよう、職員の履歴書(別紙様式)を添付すること。
3　 「資格」欄には、「設置運営基準第35 職員の資格要件」に基づくものを記入すること。
4　 「勤続年数」欄には、当該年度4月1日現在、当該施設における勤続年数だけでなく、それ以前のその他の社会復帰施設、精神病院、社会福祉施設等（グループホーム事業については、東京都が指定又は補助している施設等に限り加算する。）の勤続年数も含めて算定した数値を記入すること。
なお､勤続年数の表記については、6ヶ月以上を1年と、6ヶ月未満を0年として算定し、整数年で表記すること。
5　 「対象職員数」欄には、当該施設に勤務する全ての常勤職員の人数を記入すること。
6　 「総勤続年数」欄には、５の対象職員の勤続年数を合算して得られた数値を記入すること。

7　 ｢平均勤続年数｣欄には、６で得られた総勤続年数を５の対象職員数で除して得られた数値（小数点以下第二位四捨五入）を記入すること。

8　 新規施設にあっては、上記で「4月1日現在」とあるところは事業開始月日現在に読み替えること。

(別記第1号様式)別紙２の２(4)

５　交通費事業計画
	　　支出予定額(ａ)

　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
（内　訳）
　　平均単価(ｂ)　　　　　　　　　　　延べ助成対象者数(ｃ)　
　
　　　　　　　　　　　　　円　　×　　　　　　　　　　　　　　人
　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	月　　別
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３
	計

	通所者実人数
	助成対象者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　
人

	
	助成対象外者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	人

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	人


（記入上の注意事項）
1　 本表は、「（別記第1号様式）別紙４の２　利用者の状況（利用者名簿）」に基づいて作成すること。
2　 「平均単価(ｂ)」欄については、上記「別紙４の２　利用者の状況「交通費助成単価(ｃ)」」の数値と一致させること。
 (別記第1号様式)別紙２の3(1)

　　　　年度東京都精神障害者小規模通所授産施設事業計画
１　名称等
	小規模通所
授産施設名
	

	所在地
	〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡

	運営主体の名称
	
	運営主体の長の名前
	

	運営主体

設立年月日
	昭和　・　平成　　　　年　　　　月　　　　日
	都補助開始年度
(共同作業所を含む。）
	年　度　

	事業開始年月日
	昭和　・　平成　　　　年　　　　月　　　　日
	
	

	施設開設年月日

(共同作業所を含む。)
	昭和　・　平成　　　　年　　　　月　　　　日
	
	

	区市町村が実施する事業の形態
	施設に対する区市町村の意見

	1　 直営事業
1　 直営
2　 委託（委託先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
2　 補助事業
1　 直接補助
2　 間接補助（経由団体：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	


２　事業内容
	事
業
目
的

	

	社会適応訓練の種目・内容
	指　導　種　目
	実施回数
	平均1回当たり対象人数
	平均1回当たり時間数

	
	
	
	
	


(別記第1号様式)別紙２の3(2)

３　建物の構造等
	土地の状況（一戸建ての場合）
	建物の状況

	(1)  土地面積：　　　　　　　　　　　　　㎡
(2)  所有者名：
(3)  確保状況
1　 自己所有
2　 借用（有償(月額　　　　　　円)・無償）
3　 区市町村施設を利用
4　 その他（　　　　　　　　　　　　　　）　　　　
	(1)  建物面積：　　　　　　　　　　　　　㎡
(2)  所有者名：
(3)  確保状況
1　 自己所有
2　 借用（有償(月額　　　　　　円)・無償）
3　 区市町村施設を利用
4　 その他（　　　　　　　　　　　　　　）　　　　

	作業室
	㎡
	事務室
	㎡
	備　考

	静養室
	㎡
	その他
	㎡
	

	利用定員
	人
	防災訓練計画
	年　　　　　回
	

	平面図


· 添付資料：施設への案内図
(別記第1号様式)別紙２の3(3)

４　事業計画
	開所状況
	開所期間
	　　　　　年　　　　　月　　から　　　　　年　　　　　月　　まで

	
	開所時間
	　　　　時　　　　分　　から　　　　　時　　　　分　　まで　　　　　時　間

	
	開所日数
	年間延べ　　　　　　日
	開所曜日
	
	週　　　　　日(ｘ)

	
	内
訳
	月別
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	10
	11
	12
	１
	２
	３
	計

	
	
	開所日数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	通所者
	定　　員
	利　用　者　の　状　況

	
	人
	男
	人
	女
	人
	計
	人①

	通所計画
	週間の通所日数
(ａ)
	１日
	２日
	３日
	４日
	５日
	６日
	計

	
	通所人数
(ｂ)
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
②

	
	通所延べ人数
(ａ)×(ｂ)
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
(ｙ)

	
	年度計画による
一日平均通所者数
(ｙ)÷(ｘ)
	人
	

	
	種 別
	氏     名
	常勤・非常勤の別　
	資 格
	当該施設採用(予定)年月
	勤続年数
	備　　考

	基準内職員
	施設長
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	基準外
	指導員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	事務員
	
	常・非
	
	
	年
	

	
	
	
	常・非
	
	
	年
	

	顧問医
	氏 名
	
	勤務先名称
	

	
	勤務先所在地
	勤務状況
	月　　　　　　　　回

	
	
	
	


（記入上の注意事項）
1  ①及び②の数値は、一致させること。
2  「年度計画による一日平均通所者数(ｙ)÷(ｘ)」欄については、小数点第2位を四捨五入すること。
3　「職員」欄には、当該年度4月1日現在に在職する全ての職員について記入すること。
なお、記入欄が不足する場合には、この用紙を適宜複写し、記入すること。
4　　資格、当該施設採用(予定)年月日等が確認できるよう、職員の履歴書(別紙様式)を添付すること。
5　 「資格」欄には、「設置運営基準第35 職員の資格要件」に基づくものを記入すること。
6　　「勤続年数」欄には、当該年度4月1日現在、当該施設における勤続年数だけでなく、それ以前のその他の社会復帰施設、精神病院、社会福祉施設等（グループホーム事業については、東京都が指定又は補助している施設等に限り加算する。）の勤続年数も含めて算定した数値を記入すること。
　　　なお､勤続年数の表記については、6ヶ月以上を1年と、6ヶ月未満を0年として算定し、整数年で表記すること。
７　 新規施設にあっては、上記で「4月1日現在」とあるところは事業開始月日現在に読み替えること。

































